
市の組織及び財政

１ 職員数一覧                      （平成 30.4.1） 

所  属  別 条 例 定 数 
実  人  員 

合 計 一般職員 教 員

総 数

人 人 人 人

21,339 18,614
〈974〉

12,446
〈740〉

6,168

〈234〉

市 長 の 事 務 部 局 の 職 員
7,740 7,356

〈477〉
7,356

〈477〉
－

議 会 の 事 務 部 局 の 職 員 39 35 35 －

選挙管理委員会の事務部局の職員 34 33 33 －

監査委員の事務部局の委員 27 26 26 －

教育委員会の事務部局及び教

育委員会の所管に属する教育

機関の職員 

8,917
（うち教員 7,411）

7,053
〈268〉

885
〈34〉

6,168
〈234〉

人事委員会の事務部局の職員 17 14 14 －

農業委員会の事務部局の職員 13 11 11 －

消 防 職 員
1,817 1,632

〈137〉
1,632

〈137〉
－

交 通 事 業 の 職 員
1,497 1,312

〈32〉
1,312

〈32〉
－

上 下 水 道 事 業 の 職 員
1,238 1,142

〈60〉
1,142

〈60〉
－

注：１ 実人数には，休職者等（条例定数外）を含む。 
  ２ 教育委員会の事務部局及び教育委員会の所管に属する教育機関の職員の実人員は， 
   教育長を含む。 
  ３ 消防職員の実人員は，消防局長を含み，初任教育中の職員を除く。 
  ４ 〈 〉は再任用職員数（条例定数内。外数）である。ただし，再任用短時間職員の数

については，1 週間の勤務時間が 38 時間 45 分につき 1 名として算定している。 
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下水道建設
事 務 所

南 部 区 画
整理事務所 伏 見 水 環 境

保全センター

石 田 水 環 境
保全センター

野外活動施設
花 背 山 の 家魚アラリサイ

クルセンター
市 街 地
整 備 課

西京消防署
鳥 羽 水 環 境
保全センター 野外教育センター

奥 志 摩
み さ き の 家

整備推進課 伏見消防署

埋 立 事 業
管理事務所

都市整備部 右京消防署

学 校 歴 史
博 物 館北部クリーン

セ ン タ ー
南部みどり
管理事務所

南 消 防 署

京都まなびの街
生き方探究館南部クリーン

セ ン タ ー
みどり政策
推 進 室

山科消防署 車 両 工 場
水道管路管
理センター

みなみ下水道管路
管 理 セ ン タ ー

ポンプ施設
事 務 所 青少年科学

セ ン タ ー

教 育 相 談
総合センター東北部クリーン

セ ン タ ー
北部みどり
管理事務所

下京消防署
水道管路建
設 事 務 所

総 合 教 育
セ ン タ ー

施設建設課 用 地 課 東山消防署
東 西 線
運輸事務所

施 設 管 理
事 務 所

技術監理課
生活環境美化
セ ン タ ー 税 制 課

新 山 科
浄 水 場

醍 醐 中 央
図 書 館

施設整備課 市税事務所
すまいまち
づ く り 課

道 路 環 境
整 備 課

中京消防署
烏 丸 線
運輸事務所

疏水事務所

施設管理課 収納対策課 住宅管理課 道路建設課 左京消防署 電 気 課

施 設 課
施 設 課

伏 見 ま ち
美化事務所

税 務 部

蹴上浄水場
設 計 課

右 京 中 央
図 書 館

高速車両課
松 ケ 崎
浄 水 場 きた下水道管路

管理センター 伏 見 中 央
図 書 館

伏 見 土 木
事 務 所

支 援 課 運 輸 課
計 画 課

適 正 処 理
施 設 部

資 産 税 課
動 物 愛 護
セ ン タ ー

住宅政策課 道路建設部 上京消防署

水道管路課

生涯学習部

南 部 ま ち
美化事務所

経営改革課
人 権 文 化
推 進 課

京北農林業振
興 セ ン タ ー

衛 生 環 境
研 究 所

住 宅 室

西京土木
事 務 所

技術指導課

自転車政策
推 進 室

北 消 防 署

西 部 ま ち
美化事務所

契 約 課
消費生活総
合センター

東 部 農 業
振興センター

医 療 衛 生
セ ン タ ー

歩 く ま ち
京都推進室

西 京 ま ち
美化事務所

資 産 活 用
推 進 室

市民スポー
ツ 振 興 室

医務衛生課
公 共 建 築
整 備 課

営 業 課

救 急 課

体 育 健 康
教 育 室

北 部 農 業
振興センター

健康安全課
公 共 建 築
建 設 課

西部土木
事 務 所

花脊出張所 消 防 学 校 梅津営業所 水 道 部
生 涯 学 習
総合センター

下 水 道 部

京北・左京山間
部土木事務所 久多出張所 教育管理課 高速鉄道部 管 理 課 中央図書館

管 理 課

西 部 農 業
振興センター

医 療 衛 生
推 進 室

公 共 建 築
企 画 課

九条営業所
水 質 管 理
セ ン タ ー

山 科 ま ち
美化事務所

財 政 課
くらし安全
推 進 課

京北出張所公共建築部
南部土木
事 務 所

消防救助課 烏丸営業所 監 理 課宕陰出張所 淀 出 張 所中川出張所 大原出張所

雲 ケ 畑
出 張 所

静市出張所

東 部 ま ち
美化事務所

財 政 部
くらし安全
推 進 部

農政企画課

保 健 所
建 築 安 全
推 進 課

情報指令課
西 賀 茂
営 業 所

左京土木
事 務 所

小 野 郷
出 張 所

八瀬出張所
北 部 ま ち
美化事務所

コンプライア
ン ス 推 進 室

地 域 自 治
推 進 室

廃 棄 物
指 導 課

厚 生 課
男 女 共 同
参画推進課

林業振興課

建築指導課

農 業 振 興
整 備 課

東部土木
事 務 所

経 営 戦 略 室

技 術 監 理 室 生徒指導課久世出張所 高雄出張所 神川出張所

西部営業所
向 島 秀 蓮
小 中 学 校
教育企画推進室

農林振興室

介 護 ケ ア
推 進 課

建築審査課

警防計画課
自 動 車
整 備 工 場

総 合 育 成
支 援 課洛西福祉

事 務 所
深草福祉
事 務 所

醍醐福祉
事 務 所

山科福祉
事 務 所

下京福祉
事 務 所

南 福 祉
事 務 所

右京福祉
事 務 所

西京福祉
事 務 所

伏見福祉
事 務 所

北部土木
事 務 所

北 福 祉
事 務 所

上京福祉
事 務 所

左京福祉
事 務 所

中京福祉
事 務 所

東山福祉
事 務 所

健 康 長 寿
企 画 課

京 北 地 域
小中一貫教育校
教育企画推進室子 ど も

はぐくみ室
子 ど も
はぐくみ室

子 ど も
はぐくみ室

子 ど も
はぐくみ室

子 ど も
はぐくみ室

子 ど も
はぐくみ室

子 ど も
はぐくみ室

子 ど も
はぐくみ室

子 ど も
はぐくみ室

子 ど も
はぐくみ室

子 ど も
はぐくみ室

子 ど も
はぐくみ室

ま ち 美 化
推 進 課

給 与 課
文 化 市 民
総 務 課

警 防 部 技 術 課 南部営業所

新 産 業
振 興 室

健康長寿のまち
・京 都推 進室 建築指導部

保険年金課 市民安全課 運 輸 課
保険年金課 保険年金課 保険年金課

保険年金課 保険年金課 保険年金課 保険年金課 保険年金課 保険年金課
広告景観づ
くり推進室

道 路 河 川
管 理 課

保険年金課 保険年金課 保険年金課 保険年金課

道路明示課
子 ど も
はぐくみ室

子 ど も
はぐくみ室

ご み 減 量
推 進 課

人 事 課
共 同 参 画
社会推進部

伝統産業課

保険年金課
幼 保 総 合
支 援 室

生活福祉課 生活福祉課 指 導 課桃 陽 病 院 開発指導課 河川整備課 生活福祉課 生活福祉課 生活福祉課
循環型社会
推 進 部

人 事 部
情 報 化
推 進 室

歴史資料館

南部環境共生
セ ン タ ー

防 災 危 機
管 理 室

国 際 化
推 進 室

元離宮二条城
事 務 所

観光ＭＩＣ
Ｅ 推 進 室

学校指導課
生活福祉課 生活福祉課 生活福祉課

生活福祉課 生活福祉課 生活福祉課 生活福祉課 生活福祉課 生活福祉課

商業振興課

生活福祉課

障害 保健
福 祉 課

予 防 課 自 動 車 部 東部営業所 指 導 部
障害 保健
福 祉 課

障害 保健
福 祉 課

障害 保健
福 祉 課

障害 保健
福 祉 課

障害 保健
福 祉 課

障害 保健
福 祉 課

障害 保健
福 祉 課

障害 保健
福 祉 課

障害 保健
福 祉 課

風致保全課
橋 り ょ う
健全推進課

障害 保健
福 祉 課

障害 保健
福 祉 課

障害 保健
福 祉 課

障害 保健
福 祉 課

営 業 課 北部営業所

中 小 企 業
振 興 課

生活福祉部

健康 長寿
推 進 課

健康 長寿
推 進 課

予 防 部 営業推進室
お客さまサー
ビ ス 推 進 室

教 育 環 境
整 備 室健康 長寿

推 進 課
健康 長寿
推 進 課

健康 長寿
推 進 課

健康 長寿
推 進 課

健康 長寿
推 進 課

健康 長寿
推 進 課

健康 長寿
推 進 課

健康 長寿
推 進 課

健康 長寿
推 進 課

児 童 福 祉
セ ン タ ー 景観政策課 土木管理課

健康 長寿
推 進 課

健康 長寿
推 進 課

健康 長寿
推 進 課

研 修 所

北部環境共生
セ ン タ ー

サ ー ビ ス
事業推進室

プロジェク
ト 推 進 室

交 響 楽 団

商 工 部

こころの健康
増進センター

健康福祉部 健康福祉部 施 設 課
子 育 て 支 援
総合センター
こどもみらい館

都市景観部 土木管理部 健康福祉部 健康福祉部 健康福祉部環境指導課
総 務 事 務
セ ン タ ー

リニア・北陸新
幹線誘致推進室 動 物 園

地域リハビリ
テーション推進
セ ン タ ー

保 健 福 祉
セ ン タ ー

保 健 福 祉
セ ン タ ー

人 事 課
子ども家庭
支 援 課

契約会計課
学 校 事 務
支 援 室

健康福祉部 健康福祉部 健康福祉部
健康福祉部 健康福祉部 健康福祉部 健康福祉部 健康福祉部 健康福祉部

財 務 課 職 員 課
教 職 員
人 事 課保 健 福 祉

セ ン タ ー
保 健 福 祉
セ ン タ ー

保 健 福 祉
セ ン タ ー

保 健 福 祉
セ ン タ ー

保 健 福 祉
セ ン タ ー

保 健 福 祉
セ ン タ ー

保 健 福 祉
セ ン タ ー

保 健 福 祉
セ ン タ ー

保 健 福 祉
セ ン タ ー

まち再生・
創造推進室

監理検査課
保 健 福 祉
セ ン タ ー

保 健 福 祉
セ ン タ ー

保 健 福 祉
セ ン タ ー

環境管理課 庁舎管理課
文化庁移転
推 進 室

美 術 館
障 害 保 健
福祉推進室

調 査 課 調 査 課 事 務 局
市民窓口課 市民窓口課 市民窓口課

市民窓口課 市民窓口課 市民窓口課 消 防 団 課 職 員 課
企業力向上
推 進 室

市民窓口課 市民窓口課 市民窓口課 市民窓口課 市民窓口課 市民窓口課監査指導課 育成推進課 都市計画課 建設企画課 市民窓口課 市民窓口課

総 務 課
区選挙管理
委 員 会

区 民 部 区 民 部 区 民 部

環境総務課 法 制 課 市 長 公 室
文 化 財
保 護 課

中央卸売市場
第 二 市 場

区 民 部 区 民 部 総 務 課 総 務 課 総 務 課 議 事 課区 民 部 区 民 部 区 民 部 区 民 部 区 民 部 区 民 部
子ども若者
未 来 部

都市総務課 建設総務課 区 民 部 区 民 部 区 民 部環境企画部 総 務 課 東京事務所
文 化 芸 術
企 画 課

中央卸売市場
第 一 市 場

保 健 福 祉
総 務 課

は ぐ く み
創造推進室

都市企画部 建設企画部
地 域 力
推 進 室

地 域 力
推 進 室

総 務 課 総 務 部 選 挙 課
地 域 力
推 進 室

地 域 力
推 進 室

地 域 力
推 進 室

地 域 力
推 進 室

地 域 力
推 進 室

地 域 力
推 進 室

総 務 部 企画総務部 総 務 部
地球温暖化
対 策 室

総 務 部 総合政策室
文化芸術都
市 推 進 室

産業企画室

上下水道局 事 務 局 事 務 局 事 務 局南 区 役 所 右京区役所 西京区役所 伏見区役所 消 防 局 交 通 局上京区役所 左京区役所

地 域 力
推 進 室

地 域 力
推 進 室

地 域 力
推 進 室

地 域 力
推 進 室

地 域 力
推 進 室

地 域 力
推 進 室

保健福祉部

農業委員会
固定資産評価
審 査 委 員 会

会 計 室 環境政策局 行 財 政 局 総合企画局 文化市民局 中京区役所 東山区役所 山科区役所 下京区役所産業観光局 保健福祉局 子ども若者
はぐくみ局

都市計画局 建 設 局 北 区 役 所 事 務 局 事 務 室
洛 西 支 所 深 草 支 所 醍 醐 支 所

事 務 局 監査事務局

市 長 市 会

会 計 管 理 者 副 市 長
固 定 資 産
評 価 員

教育委員会
市選挙管理
委 員 会

人事委員会 監 査 委 員

２ 京 都 市 組 織 図
（平成３０年５月７日現在）

北図書館

左京

岩倉

山科

東山

下京

南図書館

吉祥院

久世ふれあい
センター

西京

洛西

向島

醍醐

久我のもり

税務センター
（ １ ４ 所 ）

保育所
（１７所）

第二児童
福祉センター

保健センター
（ １ 4 所 ）

醍 醐

西部支所

東部支所

八条支所

山科支所

吉祥院支所
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３ 本市の財政状況

 本市財政は，市民 1 人当たりの市税収入が他の政令指定都市の平均を下回

るなど，構造的に財政基盤が脆弱であることに加え，三位一体改革以降の地方

交付税等の大幅な削減により，一般財源収入はピーク時から 300 億円以上減

少した状態が続く一方，この間の社会福祉関連経費に要する財源は 400 億円

以上増えています。また，財政調整基金の残高は他の政令指定都市と比較して

極端に少なく，硬直的な財政運営を余儀なくされています。 

 こうした状況の中，本市ではこれまでから，市税等の徴収率の向上，人件費

の削減や事務事業の見直し等の行財政改革を推進していますが，それでもな

お財源が不足し，将来の借金返済に備えて積み立てている公債償還基金の取

崩し等の特別の財源対策に依存せざるを得ない厳しい状況が続いています。 

 29 年度決算においても，28 年度に落ち込んだ一般財源収入が回復したもの

の，社会福祉関連経費の増等により，歳出に必要な財源を賄うには至らず，公

債償還基金の取崩し等の特別の財源対策を講じたうえで，収支均衡を図って

いる状態であり，依然として厳しい決算となりました。 

 今後も社会福祉関連経費の増加が続くことは必至で，財政運営が一層厳し

さを増す見通しの中，市民の安心安全を守り，京都の未来への展望を開くため

の事業は機を逃さず実行する必要があり，このような状況下で特別の財源対

策から脱却することは決して容易ではありません。 

 国に対して，地方交付税の必要額の確保など地方財政制度の抜本的な改革

に向けて引き続き強く要望を行うとともに，市民や市内企業の所得向上によ

り税収を増やすという視点を重視し，都市の成長戦略と行財政改革をより一

層強力に進めていくことにより，特別の財源対策から脱却し，持続可能な財政

運営の確立を目指していきます。 

４ 平成 30 年度予算の概要 

 予算編成方針 

ア 予算の基本姿勢 

(ｱ) 今年は，明治維新 150 年，市役所開庁（自治権獲得）120 周年，更

に，京都が都市の理念として掲げた「世界文化自由都市宣言」40 周年
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です。

   (ｲ) 150 年前，千年を超えて続いた都の地位を事実上失う都市存亡の危

機の中で，先人達は，「京都をこのまま衰退させてはならない」と立ち

上がり，全国初の番組小学校創設，全国初の芸術大学，工業高校の創

設により，人づくり，文化芸術を基軸としたものづくりに尽力しまし

た。さらに，琵琶湖疏水や日本初の水力発電所，市電開業など，今に

至る京都の礎となる先進的な取組に次々と挑戦しました。 

(ｳ) 40 年前，市会の議決を得て世界文化自由都市を宣言して以来，宣言

をあらゆる政策の最上位の都市理念とし，「優れた文化を創造し続け

る永久に新しい文化都市」実現に向け，文化を基軸とした都市経営を

推進してきました。 

(ｴ) 世界規模で格差の拡大，紛争の多発，環境破壊が進行する今こそ，

先人達の志と偉業に学び，文化を基軸に人づくり，観光，福祉，まち

づくりなど，あらゆる政策分野を融合し，京都の持つ潜在力を最大限

に引き出す機会です。

(ｵ) この機を捉え，厳しい財政状況の中でも決して守りに入ることなく，

京都の未来のための先行投資を積極的に推進します。

(ｶ) 徹底した行財政改革により財源を捻出し，市民生活の安心安全，全

国トップレベルの福祉，教育，子育て支援にしっかりと予算を確保す

ると同時に，「文化力」をはじめとする京都の強みを最大限に活かした

成長戦略，宿泊税を財源とした「住んでよし訪れてよし」のまちづく

りなど，京都の今と未来に真に必要な施策を展開します。

(ｷ) これらにより，京プラン実施計画第 2 ステージに掲げる 307 施策全

てを着実に前進させ「未来を展望し挑戦する予算」を編成しました。

イ 予算の規模

（単位：億円，％）

増△減額 増△減率

16,897 17,155 258 1.5%

一般会計 7,669 7,845 176 2.3%

特別会計 6,597 6,664 67 1.0%

公営企業会計 2,632 2,647 15 0.6%

対前年度増△減

全会計

３０年度２９年度
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(ｱ) 一般会計は，大規模改修や未来への先行投資など公共事業の進ちょ

くに伴い，対前年比 176 億円の増 

   (ｲ) 国民健康保険事業は，30 年度からの都道府県単位化に伴う国の財政

支援の拡充により，一人当たり保険料を△2.2％（△2,123 円）引下げ 

   (ｳ) 地下鉄事業は，計画から 1 年前倒しの 29 年度に経営健全化団体か

ら脱却見通し  

ウ 特別の財源対策額 

(ｱ) 29 年 11 月時点の収支不足見込  350 億円 

(ｲ) 財源捻出の取組 223 億円 

   財政構造改革の取組による財源捻出 121 億円 

    人件費の削減      23 億円 

    職員数 179 人の削減など 

    事業見直しや財源の確保 60 億円 

    資産の有効活用の徹底  38 億円 

   市税等一般財源収入の増       48 億円 

   その他               54 億円 

    公債費の減       15 億円 

    国の財政支援拡充等に伴う 

    国民健康保険繰出金の減 10 億円 

    その他歳入歳出の精査  29 億円 

(ｳ) 30 年度当初予算における特別の財源対策額 127 億円 

   29 年度当初予算における特別の財源対策額 147 億円から 

  20 億円縮減 

   （参考）特別の財源対策の推移 

（単位：億円）

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

行政改革推進債 38 35 42 43 48 56

公債償還基金取崩し 93 12 32 50 99 71

合　計 131 47 74 93 147 127

行政改革推進債 26 34 32 37 - -

公債償還基金取崩し 12 9 9 50 - -

合　計 38 43 41 87 - -

予算

決算

45



エ 実質市債残高（※）の状況 

   ※ 国が返済に責任を持つ臨時財政対策債を除く，本市が実質的に返済

に責任を負う市債残高 

(ｱ) 全会計の実質市債残高 

      29年度末 17,076億円 → 30年度末 16,898億円（△178億円） 

        ※22 年度末との比較 

      22 年度末 1 兆 9,427 億円 → 30 年度末 1 兆 6,898 億円 

                          （△2,529 億円） 

      生産年齢人口１人当たり実質市債残高 

      22 年度末  202 万円   → 30 年度末  187 万円 

(ｲ) 一般会計の実質市債残高 

      29 年度末  8,768 億円 → 30 年度末  8,794 億円（＋26 億円） 

   未来のための思い切った投資や，公債償還基金の取崩しにより， 

残高は増 

   30 年度中の発行（借入）予定額 550 億円 

   30 年度中の償還（返済）予定額 595 億円 

   差   引         △45 億円 の減 

  公債償還基金の取り崩し    ＋71 億円 の増 

                 ＋26 億円 の増 

        ※22 年度末との比較 

      22 年度末 9,817 億円 → 30 年度末 8,794 億円 

                      （△1,023 億円） 

      生産年齢人口１人当たり実質市債残高 

      22 年度末 102 万円  → 30 年度末 97 万円 

将来の返済に備えて基金を積み立て
た時点で，返済済み（＝残高の減）
の扱いとしているため，取り崩した
場合は，残高の増として扱う。
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 会計別予算額 

増減率

億 百万円 億 百万円 億 百万円 ％

17,155  09 16,896  85 258  24 1.5

一 般 会 計 ア 7,844  66 7,668  50 176  16 2.3

特 別 会 計 イ 6,663  50 6,596  57 66  93 1.0

1 母子父子寡婦福祉資金貸付事業 8  10 6  76 1  34 19.8

2 国 民 健 康 保 険 事 業 1,445  80 1,771  50 △ 325  70 △ 18.4

3 介 護 保 険 事 業 1,388  47 1,362  90 25  57 1.9

4 後 期 高 齢 者 医 療 192  85 185  43 7  42 4.0

5 中 央 卸 売 市 場 第 一 市 場 44  95 52  67 △ 7  72 △ 14.7

6 中央卸売市場第二市場・と畜場 13  25 9  72 3  53 36.3

7 農 業 集 落 排 水 事 業   50   59 △   9 △ 15.3

8 土 地 区 画 整 理 事 業 3  42 3  86 △  44 △ 11.4

9 駐 車 場 事 業 7  26 8  92 △ 1  66 △ 18.6

10 土 地 取 得 95  23 103  09 △ 7  86 △ 7.6

11 市 公 債 3,437  95 3,060  71 377  24 12.3

12 市 立 病 院 機 構 病 院 事 業 債 25  72 30  42 △ 4  70 △ 15.5

14,508  16 14,265  07 243  09 1.7

公 営 企 業 会 計 ウ 2,646  93 2,631  78 15  15 0.6

1 水 道 事 業 558  62 622  55 △ 63  93 △ 10.3

2 公 共 下 水 道 事 業 987  80 944  08 43  72 4.6

3 自 動 車 運 送 事 業 271  28 266  39 4  89 1.8

4 高 速 鉄 道 事 業 829  23 798  76 30  47 3.8

小 計 （ ア ＋ イ ）

全 会 計 （ ア ＋ イ ＋ ウ ）

平 成 ３０ 年 度

当 初 予 算 額

（Ａ）

平 成 ２９ 年 度

当 初 予 算 額会　　　　　　計　　　　　　別

（Ａ）－（Ｂ）

対 前 年 度 比 較

（Ｂ）
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 一般会計歳入予算の内訳 

当初予算額（Ａ） 構成比 当初予算額（Ｂ） 構成比 増減率

億 百万円 ％ 億 百万円 ％ 億 百万円 ％

市 税 2,853  30 36.4 2,531  89 33.0 321  41 12.7

地 方 譲 与 税 33  05 0.4 32  60 0.4   45 1.4

府 税 交 付 金 392  11 5.0 625  02 8.2 △ 232  91 △ 37.3

地 方 特 例 交 付 金 11  44 0.1 7  60 0.1 3  84 50.5

地 方 交 付 税 622  18 7.9 601  64 7.8 20  54 3.4

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 7  00 0.1 7  00 0.1    0 0.0

国 ・ 府 支 出 金 1,899  53 24.2 1,832  02 23.9 67  51 3.7

使 用 料 及 び 手 数 料 207  03 2.6 206  93 2.7   10 0.0

そ の 他 収 入 833  97 10.7 840  75 11.0 △ 6  78 △ 0.8

市 債 985  05 12.6 983  05 12.8 2  00 0.2

合　　　　　計 7,844  66 100.0 7,668  50 100.0 176  16 2.3

（再掲）

地方交付税及び臨時財政対策債 1,057  00 13.5 1,077  00 14.0 △ 20  00 △ 1.9

（注1）平成30年度市債予算額には，臨時財政対策債（一般財源扱い）43,482百万円（29年度47,536百万円）
 　　を含む。
（注2）表示単位未満を端数処理しているため，各区分の計が合計と一致しない場合がある。

区　　　　　　　　　分
平 成 ３０ 年 度 平 成 ２９ 年 度 対 前 年 度 比 較

（Ａ）－（Ｂ）

市 税

使用料・手数料

その他収入

国・府支出金

地方特例交付金

地方交付税

市 債

2,853億30百万円

(36.4％)

1,899億53百万円

622億18百万円

(10.7％)

(24.2％)

(7.9％)

985億05百万円

833億97百万円

歳 入 総 額

7,844億66百万円

自主財源 (49.7％)

依存財源 (37.7％)

11億44百万円

(0.1％)

432億16百万円

(5.5％)

207億03百万円

(12.6％)

(2.6％)

地方譲与税，府税交付金，

交通安全対策特別交付金
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 市税収入予算の内訳 

増　減　率

％

27.1

28.9

20.2

1.1

5.6

△ 6.8

△ 11.9

1.0

1.4

皆　増

12.7

738,112 739,507 727,698 784,466 

(△ 1.1%) (0.4%) (△ 3.0%) (2.3%) 

238,779 251,265 253,817 285,330 

(△ 1.4%) (4.4%) (0.7%) (12.7%) 

77,006 80,093 83,283 109,309 

(1.3%) (2.2%) (2.2%) (28.9%) 

24,463 30,176 26,992 28,108 

(△ 1.8%) (30.8%) (△ 6.1%) (20.2%) 

97,958 100,229 102,454 104,581 

(△ 4.3%) (1.7%) (1.5%) (1.1%) 

 95

対　　前　　年　　度　　比　　較

 34

億億

1,081 292

245

（単位：百万円）

億

1

229 66

 98

当  初  予  算  額

（Ｂ）

百万円

 49

 69

平　成　２９　年　度

（参考）　一般会計予算額及び市税予算額の推移

事 業 所 税

市 民 税

個 人 分

法 人 分

固 定 資 産 税

1,374

847

233

1,034

281

市 税 合 計  30 2,531

18

2,853

1,045

88

74

232

市 た ば こ 税

都 市 計 画 税

入 湯 税

宿 泊 税

軽 自 動 車 税 17  84 16

 17

 091,093

税　　　　目

平　成　３０　年　度

当  初  予  算  額

（Ａ）

百万円

（Ａ）－（Ｂ）

百万円

 68

 40

 80 08

 81

 05  33

95

73

 75

 72

 04 1

 25

47

11

△ 6

 28

 47

 50

 89

321 89

3

18

 41

 -

 18 △

平 成 30 年 度平成28年度 平 成 29 年 度

 25

 98

 41

 14

（注）　予算額は，各年度とも当初予算額。下段（　）内は，対前年度伸び率

年　　　　度

81,461 

(1.0%) 

253,189 

(△ 0.2%) 

84,769 

(1.8%) 

23,380 

(△ 13.4%) 

103,434 

市　　　税

うち法人市民税

うち固定資産税

(△ 5.7%) 

252,176 

うち個人市民税

(0.4%) 

750,432 

(1.5%) 

78,392 

平成24年度

(0.6%) 

(1.8%) 

(5.4%) 

766,850 
一 般 会 計 予 算 額

736,553 

(△ 0.2%) 

(0.7%) 

23,068 28,749 

(1.7%) 

100,972 

(△ 4.7%) 

(0.8%) 

平成26年度

98,520 

平 成 27 年 度平成25年度

240,680 
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 一般会計歳出予算の内訳 

 ア 行政目的別内訳 

当初予算額（Ａ） 構成比 当初予算額（Ｂ） 構成比 増減率

億 百万円 ％ 億 百万円 ％ 億 百万円 ％

社 会 福 祉 費 3,001  23 38.2 3,008  21 39.2 △ 6  98 △ 0.2

保 健 衛 生 費 571  11 7.3 480  77 6.3 90  34 18.8

産 業 経 済 費 446  81 5.7 489  26 6.4 △ 42  45 △ 8.7

都 市 建 設 費 800  27 10.2 834  55 10.8 △ 34  28 △ 4.1

教 育 文 化 費 1,299  86 16.6 1,227  20 16.0 72  66 5.9

消 防 費 228  98 2.9 219  89 2.9 9  09 4.1

総 務 費 そ の 他 622  47 8.0 560  55 7.3 61  92 11.0

公 債 費 873  94 11.1 848  06 11.1 25  88 3.1

合　　　　　　　計 7,844  66 100.0 7,668  50 100.0 176  16 2.3

（注１）表示単位未満を端数処理しているため，各区分の計が合計と一致しない場合がある。

（注２）公債費には，市債の元利償還額のほか，一時借入金利子100百万円，事務費（市債発行手数料等）779

　　　百万円を含む。

区　　　　　　　　　分
平 成 ３０ 年 度 平 成 ２９ 年 度 対 前 年 度 比 較

（Ａ）－（Ｂ）

社会福祉費

保健衛生費

産業経済費

都市建設費

教育文化費

消防費

総務費その他 公債費

446億81百万円

(5.7％)

228億98百万円

(2.9％)

622億47百万円

(8.0％)

873億94百万円

(11.1％)

行政目的別

7,844億66百万円

571億11百万円

(7.3％)

3,001億23百万円

(38.2％)

1,299億86百万円

(16.6％)

800億27百万円

(10.2％)
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イ 経費性質別内訳 

当初予算額（Ａ） 構成比 当初予算額（Ｂ） 構成比 増減率

億 百万円 ％ 億 百万円 ％ 億 百万円 ％

5,257  06 67.0 5,228  82 68.1 28  24 0.5

1,683  17 21.5 1,682  21 21.9   96 0.1

2,118  04 27.0 2,055  78 26.8 62  26 3.0

1,455  84 18.5 1,490  83 19.4 △ 34  99 △ 2.3

869  92 11.1 671  53 8.8 198  39 29.5

865  60 11.0 668  00 8.8 197  60 29.6

補 助 事 業 581  87 7.4 392  50 5.2 189  37 48.2

単 独 事 業 283  73 3.6 275  50 3.6 8  23 3.0

4  32 0.1 3  53 0.0   79 22.4

865  15 11.0 840  68 11.0 24  47 2.9

54  63 0.7 52  05 0.7 2  58 5.0

797  90 10.2 875  42 11.4 △ 77  52 △ 8.9

合　　　　　　　　計 7,844  66 100.0 7,668  50 100.0 176  16 2.3

（注）表示単位未満を端数処理しているため，各区分の計が合計と一致しない場合がある。

積 立 金

公 債 費

繰 出 金

災 害 復 旧 事 業 費

物 件 費 そ の 他

区　　　　　　　　分

消 費 的 経 費

給 与 費

扶 助 費

投 資 的 経 費

普 通 建 設 事 業 費

平 成 ２９ 年 度 対 前 年 度 比 較

（Ａ）－（Ｂ）

平 成 ３０ 年 度

給与費

扶助費

物件費その他

普通建設事業費

災害復旧事業費
公債費

繰出金

4億32百万円

(0.1％)

1,683億17百万円

(21.5％)

2,118億04百万円

(27.0％)

1,455億84百万円

(18.5％)

797億90百万円

(10.2％)

865億60百万円

(11.0％)

865億15百万円

(11.0％)

経費性質別

7,844億66百万円

消費的経費 (67.0％)

投資的経費 (11.1％)積立金

54億63百万円

(0.7％)

51


